
委 託 仕 様 書

第１条 適用範囲

本委託仕様書は、箕面市が行う、測量設計業務委託（その１）（以下、「本業務」という。）に適用する。

なお、本仕様書に記載なき事項については、「大阪府土木設計業務等委託必携」「大阪府公共測量作業規定」

によるものとする。

第２条 目的

本業務は、川合・山之口地区に係る測量および設計業務を行うことを目的とし実施するための、設計測量お

よび用地測量の実施、業務の支援、関係機関との協議資料等の作成を行うものである。

第３条 業務内容

１）設計測量業務

下記内容について設計測量業務を行うこととする。

①３級基準点測量②４級基準点測量③４級水準測量観測④現地測量

２）用地測量一般業務

下記内容について用地測量、資料調査、境界確認および測量、用地実測図の作成、公共用地境界画

定協議などの業務を行うこととする。

①作業計画 ⑪補助基準点の設置

②現場踏査 ⑫境界測量

③公図等の転写 ⑬境界点間測量

④地積測量図の転写 ⑭用地実測図原図作成

⑤土地の登記記録調査 ⑮土地調書作成

⑥権利者確認調査 ⑯公共用地管理者との打合せ

⑦公図等転写連続図作成 ⑰現況実測平面図作成

⑧復元測量 ⑱横断図面作成

⑨境界確認 ⑲依頼書作成
⑩土地境界確認書作成 ⑳協議書作成

３）設計業務

下記内容について設計業務を行うこととする。

１．道路予備修正設計（A）
①設計計画

・業務の目的および主旨を把握したうえで、設計図書に示す業務内容を確認し、業務計画書

を作成し、監督職員に提出するものとする。

②現地踏査

・当該計画地域における地形、地質、地物、植生、用排水、土地利用状況及び文化財の把握・

確認を行う。

③路線選定

・路線選定に際し、路線の平面線形、縦断線形は、主要構造物（トンネル､橋梁、函渠、擁壁、

土工構造物等）の位置、概略形式、基本寸法等を考慮して計画する。

④設計図及び関係機関との協議資料作成

・設計図（路線図、平面図、縦断図、標準断面図、横断図、主要構造物計画図）を作成し、

詳細設計に向けて留意すべき設計条件等は図面に記載する。

・必要に応じて関係機関と協議を行い、協議に必要な資料作成および資料整理を行うものと

する。

⑤概算工事費の算出

・比較案それぞれに対し、調査職員と協議した単価と一般図等に基づき算出した概略数量か

ら、概算工事費を算定する。

⑥照査及び報告書作成

・照査技術者は、照査の実施に基づき、下記の示す事項を標準として照査を行い、管理技術

者に提出する。

１．業務計画書の作成時

２．基本条件の決定時

３．細部条件及び構造細目の決定時

４．設計計算書、詳細図、数量計算書及び施工計画の作成時

・業務成果として、設計業務の成果に準じて報告書を作成する。



２．関係機関と打合せ協議

・関係機関と打合せ協議を行い、必要な資料作成および資料整理を行うものとする。

３．打合せ(３回実施)
①業務着手時②中間打合せ③成果物納入時

第４条 監督職員

１）発注者は、本業務における監督職員を定め、受注者に通知するものとする。

２）監督職員は、契約図書に定められた事項の範囲内において、指示、承諾、協議等（以下、

「指示等」という。）の職務を行うものとする。

３）監督職員がその権限を行使するときは、書面により行うものとする。ただし、緊急を要する場合、

監督職員が受注者に対して口頭による指示等を行った場合には、受注者はその指示等に

従うものとする。なお監督職員は、その指示等を行った後 7日以内に書面で受注者にその内容を
通知するものとする。

第５条 主任技術者

１）受注者は、本業務における主任技術者を定め、発注者に通知するものとする。

２）主任技術者は、業務の技術上の管理を行うものとする。

３）主任技術者は、設計業務の履行にあたり、技術士（業務に該当する部門）又はこれと同等の

能力と経験を有する技術者、あるいはシビルコンサルティングマネージャーの資格保有者であり、

日本語に堪能でなければならない。

４）主任技術者は、監督職員から指示があった場合には、その関連のある設計業務等の受注者と

十分に協議のうえ、相互に協力し、業務を実施しなければならない。

５）主任技術者は、屋外における設計業務に際しては使用人等に適宜、安全対策、環境対策、

衛生管理、受注者の行うべき地元関係者に対する対応等の指導及び教育を行うとともに、

設計業務等が適正に遂行されるように、管理並びに監督しなければならない。

第６条 担当技術者

１）受注者は、業務の実施にあたって担当技術者を定める場合は、その氏名その他必要な事項を

監督職員に提出するものとする。（主任技術者と兼務する者を除く）

２）担当技術者は、設計図書に基づき、適正に業務を実施しなければならない。

３）担当技術者は照査技術者を兼ねることはできない。

第７条 提出書類

１）受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に関係書類を監督職員を経て、発注者に

遅滞なく提出しなければならない。

２）受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、発注者において様式を定め、

提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場合は、これに従わなければならな

い。

３）受注者は、本業務の契約時、登録内容の変更時又は完了時において、それぞれ 10日以内に
調査設計業務実績情報サービス（ＴＥＣＲＩＳ）に基づき、「業務カルテ」を作成し、

監督職員の確認を行けた後に、（財）日本建設情報総合センターに適当な記録媒体により提出

するとともに、（財）日本建設情報総合センター発行の「業務カルテ受領書」の写しを監督

職員に提出しなければならない。

第８条 打合せ等

１）設計業務等を適正かつ円滑に実施するため、主任技術者と監督職員は常に密接な連絡をとり、

業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容については、その都度受注者が打合せ記

録簿に記録し、相互に確認しなければならない。

２）主任技術者は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、速やかに監督職員と

協議するものとする。

第９条 業務計画書

１）受注者は、契約締結後１５日以内に業務計画書を作成し、監督職員に提出しなければならない。

２）業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。

① 業務概要 ⑥ 成果品の内容、部数

② 実施方針 ⑦ 使用する主な図書及び基準

③ 業務工程 ⑧ 連絡体制（緊急時含む）

④ 業務組織計画 ⑨ その他

⑤ 打合せ計画

３）受注者は、業務計画書の重要な内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえで、その都度



監督職員に変更業務計画書を提出品しなければならない。

４）監督職員が指示した事項については、受注者はさらに詳細な業務計画に係る資料を提出しなけれ

ばならない。

第１０条 資料等の貸与及び返却

１）受注者から要求があった場合で、監督職員が必要と認めたときは、受注者に図面の原図等の

関係資料を貸与するものとする。ただし、各種基準、参考図書等市販されているものについては、

受注者の負担において備えるものとする。

２）受注者は、本業務において貸与された資料が必要なくなった場合、監督職員から一時的な返却

指示があった場合、あるいは業務が完了した場合には監督職員へ返却するものとする。

３）受注者は、本業務において貸与された資料を丁寧に扱い、損傷してはならない。万一損傷した

場合には、受注者の責任と費用負担において修復するものとする。

４）受注者は、本業務において守秘義務が求められる資料については複写してはならない。

第１１条 地元関係者との交渉等

１）地元関係者への説明、交渉等は、発注者又は監督職員が行うものとするが、監督職員の指示が

ある場合は、受注者はこれに協力するものとする。これらの交渉に当たり、受注者は地元関係者

に誠意をもって接しなければならない。

２）受注者は、屋外で行う設計業務等の実施に当たっては、地元関係者からの質問、疑義に関する

説明等を求められた場合は、監督職員の承諾を得ずに行わないものとし、地元関係者との間に

紛争が生じないよう努めなければならない。

３）受注者は、設計業務等の実施中に発注者が地元協議等を行い、その結果を設計条件として業務

を実施する場合には、設計図書に定めるところにより、地元協議に立会するとともに、説明資料

及び記録の作成を行うものとする。

４）受注者は、前項の地元協議により、既に作成した設計図書を変更する必要を生じた場合には、

監督職員の指示に基づいて変更するものとする。なお、変更に要する期間及び経費は、発注者

と協議のうえ定めるものとする。

第１２条 土地への立入り等

１）受注者は、屋外で行う設計業務等を実施するため国有地、公有地又は私有地に立ち入る場合

には、監督職員及び関係者と十分な協議を行い、設計業務等が円滑に進渉するように努め

なければならない。なお、やむ得ない理由により現地への立入りが不可能となった場合

には、直ちに監督職員に報告し指示を受けなければならない。

２）受注者は、設計業務等の実施のために植物伐採、垣、柵等の除去又は土地若しくは工作物

を一時使用する時は、あらかじめ監督職員に報告するものとし、報告を受けた監督職員

について、当該土地所有者の許可を得るものとする。なお、第三者の土地への

立入りについては、当該土地所有者の許可は発注者が得るものとするが、監督職員の指示

がある場合は、受注者はこれに協力しなければならない。

３）受注者は、前項の場合において生じた損失のため必要となった経費の負担については、仕様書

に示す他は、監督職員と協議により定めるものとする。

第１３条 関係官公庁への手続き等

１）受注者は、設計業務等の実施に当たっては、発注者が行う関係官公庁への手続きの際に協力

しなければならない。また、受注者は、設計業務等を実施するため、関係官公庁等に対する

諸手続きが必要な場合は、速やかに行うものとする。

２）受注者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、遅滞なくその旨を監督職員に報告し、

協議するものとする。

第１４条 関係法令及び条例の遵守

受注者は、設計業務等の実施に当たっては、関連する関係諸法令及び条例を遵守しなければなら

ない。

第１５条 守秘義務・情報管理等

１）受注者は、本業務に関して知り得た情報、秘密又は知識を第三者に漏らしてはならない。

また、本業務の処理を他社等に請け負わせてはならない。ただし、書面により委託者の承諾

を得たときはこの限りではない。

２）受注者はプライバシーマーク（一般財団法人日本情報経済社会推進協会：ＪＩＰＤＥＣ認定）

および情報セキュリティマネジメントシステム（一般財団法人日本情報経済社会推進協会認定：

ＩＳＭＳ認証）を取得している法人であることとする。



第１６条 安全等の確保

１）受注者は、使用人（協力者又はその代理人若しくはその使用人その他これらに準ずるもの

を含む。以下「使用人等」という。）の雇用条件、賃金の支払い状況、作業環境等を十分に

把握し、適正な労働条件を確保しなければならない。

２）受注者は、屋外で行う設計業務等に際しては、設計業務等関係者だけでなく、付近住民、

通行者、通行車両等の第三者の安全確保に努めなければならない。

３）受注者は、屋外で行う設計業務等の実施に当たり、事故等が発生しないよう使用人等に安全

教育の徹底を図り、指導、監督に努めなければならない。

４）受注者は、屋外で行う設計業務等の実施に当たっては安全の確保に努めるとともに、労働安全

衛生法関係法令に基づく措置を講じておくものとする。

５）受注者は、屋外で行う設計業務等の実施に当たっては路上での喫煙及びゴミのポイ捨て行為を

しないよう使用人等に指導、監督に努めなればならない。

６）受注者は、屋外で行う設計業務等の実施に当たっては豪雨、地震、落雷等の自然災害に対して、

常に被害を最小限にくい止めるための防災体制を確立しておかなければならない。

災害発生時においては第三者及び使用人等の安全確保に努めなければならない。

７）受注者は、屋外で行う設計業務等の実施中に事故等が発生した場合は、直ちに監督職員に報告

するとともに、監督職員が指示する様式により事故報告書を速やかに監督職員へ提出し、監督

職員から指示がある場合にはその指示に従わなければならない。

第１７条 成果品の提出

１）受注者は、設計業務等が完了したときは、設計図書等に示す成果品を委託完了届とともに

提出し、検査を受けるものとする。

２）受注者は、設計図書等に定めがある場合、又は、監督職員の指示する場合で同意した場合は

履行期間中においても、成果品の部分引き渡しを行うものとする。

３）受注者は、成果品において使用する計量単位は、従来単位の他、国際単位系（ＳＩ）を併記

するものとする。

第１８条 検査

成果及び記録は、各作業に確実に点検を行い、作業が終了したときはさらに、全部の点検を

行ったうえ監督職員に提出し、主任技術者立会いのうえ監督職員等の検査を受けなければ

ならない。

第１９条 疑義

設計図書等に記載された事項の解釈、本仕様書、その他明記のない細部について疑義が生じた

場合は、監督職員と協議し、その指示に従わなければならない。

第２０条 秘密事項等の公表の禁止及び機密事項の保持

受注者は、本業務実施にあたり、箕面市個人情報保護条例等及び下記事項について遵守するも

のとする。

①建設コンサルタント業務の都市計画分野において、ISMS（InformationSecurity Management

System：情報セキュリティマネジメントシステム）の認証(認定)及びプライバシーマーク個

人情報保護マネジメントシステムの認証(認定)を本業務の業務拠点及び契約拠点において

取得した者で、外部へ情報漏洩が無いよう、徹底した管理を実施できる者でなければならな

い。

②本業務の着手に際し、ISMS 及びプライバシーマーク個人情報保護マネジメントシステムの

認証取得を証する書類の写しを提出すること。

第２１条 管理技術者

配置予定の管理技術者は、技術士（建設部門、選択科目が｢都市計画及び地方計画｣）の資格を

所有し、平成２７年度以降に元請けとして、大阪府内の地方公共団体発注のまちづくりに関連

する土地区画整理業務で、地権者を対象としたまちづくり協議会等における運営支援の実務経

験を有するもの。


